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地方財政「窮乏」と教育費政策の展開

一一1930年代の動向一一一

逸見勝

The Development of the Public Finance Policy under 

the Local Finance “Distitution" 

-Trends in the 1930 s-

Masaaki HENMI 
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はじめに

戦前の日本においては，教育制度，教育行政機構，教育内容などに関しては，天皇または

政府によって決定されていた。 そしてそれとはウラハラの関係で， 学校の設立， 教員俸給支

弁，教員養成・確保など教育諸条件の整備は，こと義務教育と青年教予ぎを柱とする一般恩民教

育に関しては，その大部分が国政委任事務として道府県・市町村の責任と財政負担においてな

されなければならなかった。しかもそれはただ，国家的基準を遂行するという形をとってなさ

れたのであった。

一方，膨大な教育費の魚披をおしつけられていた地方財政はどうであったのか。

地方財政制度は，急速かつ膨大な軍事費調達と資本蓄積促進のための中央集権的関家財政

制度の不可分の一環として，有力財源を盟家財政に奪われて脆弱な財政基盤しかもちえず，

教育費以外にも多額の国致委任事務費の負担をおしつけられて， きわめて， 不安定な状態に

あった。

このような地方財政制度のもとでは，道府県・市町村の手による教育諸条件の整備は，非

常に低い水準に終始することを意味していた。そのうえ閤あるいは地方の財政的危機は，財政

制度のよりいっそうの中央集権化をはかることによって打開されようとし，負担の住民への転

域，地方財政の支出の抑制として展開した。

しかるに， 1930年代にし、たって，従来の臆弱な地方財政の基盤は，大恐能，農業恐慌によっ

て藍接的打撃を受け，地方財政を危機的状況におとしいれた。教育費削減は当然のことのよう

に全国的に行なわれ，教育諸条件は劣悪化の一途をたど、った。しかもそれは，長期間にわたっ

た。のみならず，地方財政の危機状況の進行は強闘な地方支配体制と官僚的教員統制の動揺を

もたらすにいたったのである。今や全般的財制度の改革なしに，一方での軍事費の増大，国政

委任事務のおしつけ，飽方での地方財政の改善，地方支配体制の戦時にふさわしい強化をはか

ることは不可能であった。また教育費削減賠題の解決，低水準の教育諸条件の改善あるいは教
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育制定の改革仏教育費負担を従来の如く地方財政におしつける財政制度のもとでは実現され

えないまでにいたった。

1. 地方財政「窮乏J下における教脊賓の削減

大恐慌の影響は，まず対米輪出の最重要商品生系の大暴落をはじめ，卸売物価指数(商工

省)が 1929(昭和4)年を 100とすれば 1930(昭和5)年には 85.5， 翌年には69.7と急落するな

ど儲格の大暴落として最初に現われた1)。

工業部門では，不況カルテノレ結成，生産制限，賞金切下げ，解雇，労働強化など

理化jが急激に進行した。

「合

日本の総生産高は， 1929 (昭和4)年 150龍円から翌々年には突に 100億円へと減少した。

内地対外輸出額は同じく 21億円から 11億円へ，輸入額は22億円から 12億円へと半減した2)。

これにさらに貿易外収支の赤字がつけ加わった。

かてて加えて，農業恐慌の進行は経済的打撃をー摺深刻なものとした。それ以前にも?受性

的な停滞ないし低落額向にあった米価はもちろんのこと，大恐慌の影響を直接的に受けた縞儲

は一挙に低落し，それは他の農産物に波及し，農家経済は重大な危機に瀕した。しかも工業製

品の価格抵落以上に農産品のそれは激しく低下し，いわゆるシエーレ現象によって農民の生活

は困窮をきわめた。

これらの事態は，地方財政にたし、しては税収入の減少となって波及しないではおかなかっ

た。大恐慌以前からすでに地方税収入の停滞現象がみられたが， 1929 (昭和毎年を境に一気に

誠少傾向をたどる。 税収入が 1929(昭和4)年度の水準に戻るのは，道府県では 1936 和 11)

年，市では 1933(昭和8)年，町村段階では実に 1941(昭和 16)年のことであった汽

税収入の減少に伴ない， 地方財政の議入における税収入の占める比率は， 内務省地方局

「地方財政概要Jによれば，やはり 1929(昭和4)年な境として低下し，税外収入の比率が高く

なってし、く。しかも税外収入のなかでも器庫補助金と公援の比重が飛躍的に増大した。不安定

な地方財政の基盤はー麗不安定なものとなったのである。この過程で地方財政の中央集権的強

化と，附加税制限率を越えた高率課税がなされるなど特に町村段階における財政「窮乏」の農

民層への転嫁とが進行した。そして支出は抑制されざるを得なかった。

市町村歳出中教育費(公学費)の占める比率は， 1930年代を通じて 21-28%と他の費自に

比して著るしく高い。財政的に最も不安定であった町村財政だけをとり出してみれば，地方財

政における教育費の位置は一層努瞭である。 次表〈表-1)に示したように町村歳出中に占める

教育費(公学費)の都合いは，ほぼ40%である。また町村教脊費(公学費)は，例を 1929(昭和

4)年度にとれば，町村教育費(公学費)235，899，221円のなかで町村立小学校費は， 205，269，454 

円であり約87%にも達している。

しかも教員俸給費が，町村教育費(公学費)のなかで， 50-60%の高率を占めていた。

市町村特に町村歳出においては，教育費(公学費)がほとんど半額を点め，教員俸給費は，

常に 1(4から 1(3にのぼった。これら初等教育に関する費用は， ["市町村の最大の委任事務費で

あり……多額の小学校費は，市町村財政を強く圧しJていたのである九

初等教育関係諸経費の負担が地方財政にとってきわめて過重なものであったことは，議会

における建議など，さまざまの形で閤庫補助金要求がくり返し行なわれたことによく示されて

L 、る 5)。
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このように教育費が，競拐な財政基盤にたつ地方財政のなかで最も高い比率を占めている

という教育費負担の構造は，脆弱な財政基盤の放に恐慌の過程で，教育饗支出を縮少するとい

う形において動揺をきたさざるを得なかった。〈表-1>によって町村教育費(公学費)の削減の
状況をみれば， 1926 (昭和元)年を 100とすると 1929(昭和例年には前年 110から 101へと急激

表-1 町村歳出中教育費及町村立小学校教員俸給費の推移

町村歳出総額 教育費{公学費)
町村立小学校重雪

年度
教育俸給 CjB 

実数 (A)
f苦 数

実数 (B) B/A t留 数
((内C)) 

(河) (内) (%) (%) 

1926 500，279，574 100 231，882，461 46.35 100 116，334，454 50.16 

1927 540，777，580 108 241，213，420 44.60 104 122，072，748 50.60 

1928 560，821，930 112 256，132，052 45.67 110 127，149，502 49.64 

192ヲ 529，609，528 106 235，899，221 44.54 101 129，309，677 54.81 

1930 498，147，570 100 213，334，298 42.82 92 129，171，306 60.54 

1931 488，937，099 98 197，723，655 40.43 85 12日5，728，050 63.58 

1932 593，723，528 109 199，345，796 36.66 86 123，550，468 61.97 

1933 547，059，752 109 202，816，370 37.u7 87 121，710，349 60.01 

1934 539，631，076 108 214，853，579 39.81 93 124，640，941 58.01 

1935 560，377，183 112 224，908，617 40.13 97 126，366，638 56.18 

1936 570，637，575 114 230，811，039 40.44 1∞ 127，590，892 55.27 
1937 516，860，463 103 230，306，977 45.03 99 129，838，701 56.37 

1938 533，859，908 106 230，353，314 43.13 99 131，591，622 57.12 

f文部省塁手報」より，但し町村歳出総額は内務省地方局「地方財政概婆jによった。

表-2 市町村立小学校児家・学級数の推移

市町村立小学校児童数 市町村立小学校学級数
生手 度

5ミ 数 t設 数 実 数 指 数

1926 9，211，201 100 162，365 100 

1927 9，423司977 102 165，845 102 

1928 9，606，445 104 169，694 104 

1929 9，786，931 106 173，519 106 

1930 10，038，305 108 175，910 108 

1931 10，308，755 111 177，693 109 

1932 10，639，958 115 181，170 111 

1933 10，960，686 118 185，187 114 

1934 11，117，856 120 189，230 116 

1935 11，351，673 123 192，969 118 

1936 11，492，684 124 196，337 120 

1937 11，717，136 127 200，668 123 

1938 11，901，539 129 203，744 125 

「文部省年毅」より
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に減り，以後92，85， 86， 87， 93， 97と町村歳出税額の削減ないし停滞傾向 (28年112，29年106，

30年100，31年98，32年109)よりきわだったものとなっている。教育財政にたいする恐慌の

影響は，教育費の削減として明瞭にみてとれるo しかし，恐琉の影響を教育費の削減とだけみ

ることは正確ではない。例えば市町村立小学校学級数などは一貫して増加の傾向をみせている

からである。 1926(昭和元)年を100として試算された市町村立小学校児童数と学級数を比較し

たく表-2)は， 1930 (昭和町まで、は児童数の増加にみあって学級数が場加しているが， 1931 

(昭和例年以後は学級数の増加は， 児童数の増加にみあっていないことを示している。数量的

に削減されてはいないが，実質的な削減といえよう。いずれにしても教育費削減に伴ないそれ

までも低水準に抑えられていた教育諸条件の劣悪化が急速な勢いで進行したので、あった。

さて，ここで教育費削減の形態として最も顕著であり，間庫補助金増額措置などその後の

教育財政政策を必然化する重大な要素でもあったと思われる，小学校教員俸給不払い，俸給支

払延滞などに立入ってみよう。

小学校教員俸給は小学校令施行規則」にその国家的基準が決定されていたが，俸給支

弁の具体的責任は市町村におしつけられていたから，地方財政基盤の脆弱性の放に，俸給支弁

が閣の定めた基準どおりに実現しない状態は生じ得るはずであった。

石戸谷哲夫氏は，すでに「大正十三年頃からすくなくも山梨，福島，栃木，茨城，秋間の

諸県下には，教員俸給不払の町村が生じていたj と指摘されている6)0 r教育週報j も「到る
所に俸給不払続出す，秋田県下小学校教員の窮迫Jと秋問県下の各地で， 1928 (昭和3)年2月

ごろから俸給不払い，延滞開題が起っていると報じていた7)。

そして恐慌のさなか全国的様相を皇するにいたる。新聞は「全器的に恐るべき教員の受難

時代来る，町村の緊縮は先づ教育費に，減俸整理の大あらしj と学級整理などとともに，教育

に対する「合理化」がおしとどめがたく進んで与し、ることを伝えた8)。 またほとんどありとあら

ゆる教育雑誌，地方行財政，農業関係の雑誌が，地方財政と教育費および教員俸給の不払い，

延滞など教育費の削減に関心を払った。

教脊俸給の不払い，延滞などの全国的な実態は必ずしも詳かではない。帝国教育会の 1931

(昭和6)年2月の調査によれば， 24県492町村で俸給の不払いが， 10県で寄怖の名による減俸

措置，諸手当・賞与の全廃あるいは減額，学級整理が行なわれていた9)。 翌年6月間会調査に

よれば20府県 565校において不払いが行なわれていた10)0 1932 (昭和7)年6月末日「俸給未

払額は 154万余の多額に達し，未払町村数は 1，261カ町村を算し，町村数において全国町村数

の1割以上を占むという状態jにあった11)。また，退職という名に隠れた賦首，休職，加俸令

の適用を避けるための転勤なども盛んに行なわれた。

これら町村のやむを得ざる措置の進行と同時に，全国町村長会が決議した師範学校卒業者

の初任給引下げのように，いわば合法的に俸給を引下げて支出を抑えることが考えられた。次

に掲げるく表-3)は， 町村当局者の要請を受けて， 道府県による初任給引下げが 1930(昭和的

ごろから全爵的に行なわれるようになったことを物語っている。

初任給引下げは，俸給表の改正 (f小学校令施行規期」改正， 1931. 6. 17)，年功加俸の引下

げ (r市町村立小学校教員加俸令」改正， 1931. 6. 24いずれも文部省令)とともに， 文字どおり

権力的な減俸措置であった。

さらに小学校教員の「需給関認の調節を計らんi2) として，農業県を中心として師範学校

生徒募集が停止された(文部省普通学務局「師範学校ニ関スル調査Jによれば， 募集停止を行
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表-3 師範学校卒業者の初任給(全国平均単位河)

本科第一部 ! 本科第二部

男子|女子|努予|女子

1926 48.00 41.11 48.79 40.86 

1927 48.81 40.98 48.79 40.93 

1928 47.95 40.98 48.79 41.05 

1929 48.79 41.16 48.79 41.13 

1930 48.18 40.76 48.18 40.70 

1931 46.31 39.02 46.25 39.02 

1932 46.26 38.80 46.08 39.76 

1933 46.30 39.02 46.30 39.02 

1934 46.20 38.74 46.44 38.80 

1935 45.49 38.85 45.81 38.98 

1936 46.15 37.65 46.39 39.22 

1937 46.54 38.76 46.48 39.72 

1938 46.26 38.82 46.30 38.93 

1939 47.02 39.48 47.02 39.56 

1940 48.65 40.87 48.00 40.89 

「部範学校ニ関スノレ調査」より

なった学校は 1931年 10校， 32年 15校， 33年 13校， 34年 9校となっている)のをはじめ，

級定員，学級数の削減など師範学校規模の縮少が広範簡に行なわれた。学級定員の縮少だけで

なく， 1931 (昭和 6)年度には師範学校本科第二部男子の，さらに 1932(昭和 7)年度から数年間

第二部(男女とも)の募集を行なわなかった青森県の場合をみれば， 事態は一躍明瞭である。

ド・教員が安心して職務に従事するのでなければ見童教育上悪影響を来すというので昭和六年

度より師範二部の募集合当分休止する事になった。 …明年三月は(教員を)栢当整理しなけれ

ば新卒業生を配当する訳にはし、かぬ……然し明年から二部の募集を休止するので明後年からは

整理しなくともよい心算である……J13) ここには「需給関係の調節jの内容が示されている。

師範学校規模を縮少することが，道府県財政にとっても意味があったことはもちろんであ

るが，教員の供給源を縮少するによって，正教員数の増加を可能な限り少ないものにし，教育

費の増大を抑えることができるという効果が町村財政にとっては重要であった。

また，前述した師範学校卒業者の初任給引下げなどの減俸措置とともに，町村の当局者を

して教育費削減を容易ならしめることが，内務行政にとっては，支配秩序と行政機構の維持安

定をはかるという点からも必要なことであったのである。

ところで，教育俸給の不払い，延滞は， 1930年代初頭にだけみられたのではなかった。

恐慌のさなかのように全罰的で、iこなかったにしても，国庫補助金の増額と度重なる不払い禁止

の行政指導が行なれわたにもかかわらず，俸給の不払いは 1938(昭和 13)年ごろまでみられた。

特に東北地方においてそれは顕著であった。

岩手県の場合， 1934 (昭和 9)年の冷害による損害は， 1931 (昭和 6)年の不作の 4倍を越え

たといわれ 9月 10日現在の謂査では，不払い校 38，金額 13，565円に達し，なかには f一カ

月の俸給を十六回に分割支払を受けたる所」もあったとし、う。さらに十月末日現在の調査によ
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れば， 103校で不払いが行なわれ，その金額は 33，855門におよんだ14)。

他の東北諸県の状態はく表-4>のようであった。
1936 (昭和 11)年 6月，秋田県では，俸給不払いは県下 1市 9郡中秋田市を除く 9部 94町

村 156校 1，942名の教員におよび， その金額は 10万9千円に達し15)，青森県でも 10町村

237名の教員が「ひどい所は九月以来一度も俸給が入らぬ……実際は右の数字以上に尚相当の

未払あるもの……J(同年 12月)とし、う状態にあった向。

1938 (昭和 13)年にいたってもなお， 文部省が「…碍も教員俸給の支払を延滞せしむるが

如きことなきを期するj ようにと通牒念出さざるを得ない状態が依然として跡を絶たなかった

のである。 教員の経済的条件の全般的な悪化は， <表-5>に掲げる恐慌を境とする平均月俸の
低下とその後の停滞に端的に示されている。

教員の経済的条件の逼迫に象徴される教育諸条件の悪化は， 恐時下の深刻な広がり， そ

の後の長期化とならんで，教育支配体制に一定の動揺をもたらしたことをもその特徴として

し、る。

その現われの第一は，地行方政機構が政府の意のままにならなくなってきたことである。

表-4 東北言者祭教員{俸給不払いの状況

村数 学校数
対象教員数

山形 (1934.10現在) 36 47 

秋田 (1934. 9現在) 55 85 

福島 (1934. 6 ~見夜) 120 160 

青森 (1935.11現毛並)* 10 29 

『冷蓄に伴う凶作の対策~ r帝国教育」第 663号， 1934. 11 
* r青森県教育史」第4巻， 853ページ

(人)

782 

810 

1，642 

212 

議-5 町村立小学校教員俸給平均月額(円)

不払い金額

(門)

29，360 

54，703 

130，212 

12，042 

年 度 i正教員|開立制|准教員 i代用教員|総平均
1926 60.42 41.14 38.50 34.60 43.66 

1927 60.63 41.46 38.46 34.38 43.73 

1928 60.87 42.04 38.98 36.20 44.52 

1929 60.77 42.38 38.98 34.93 44.26 

1930 60.27 42.42 37.9ヨ 34.63 43.82 

1931 58.96 41.60 37.86 33.12 42.63 

1932 58.43 41.86 36.74 33.98 42.75 

1933 57.57 40.52 36.82 32.62 41.88 

1934 57.62 40.44 36.81 36.62 42.87 

1935 57.73 40.37 36.51 32.35 41.74 

1936 58.07 39.96 36.14 32.13 41.57 

1937 58.68 40.43 36.30 31.72 41.78 

1938 59.29 39.90 35.77 31.44 41.60 

文部省普通学務局「地方学校職員待遇調査」より
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教員俸給の不払いが生じたことは，それ自体としてすでに顕一的制度的枠組み，国家基準がそ

のとおり遂行されていないことを示していたが，町村長会が「教員初任給引下げな要求す。も

し容れらずんば更に新卒業生の配当を拒絶すJ(愛知県町村長会)17) との決議を以て県当局に迫

るにいたったとき，地方財政に教育費負担をおしつけることの財政的限界はいうにおよばず，

町村と内務・文部行政との一定の対立は明らかであった。

教員統制の末端機構としてあった教育会が，教員の切実な経済要求をその組織内

におしとどめ，吸収しきれないまでにいたったことである。教育会は，減俸などに「強硬に反

対」し「小学学教育俸給の全部を，速に国庫負担とする」ことを要求した。 (1930.4. 24，全国

聯合教育会臨時総会『宣言Jl)問。

道府県教育会もたびたび問様の態度を表現した。しかしながら帝国教育会の政府への働き

かけは微温的たる域を出るもので、なかった。そのうえ，教員の経、済的条件の悪化は長期化し，

教育会内部の不満は，ますます強いものとなっていった。次の如き意見が出されざるを得ない

状態が生まれつつあったのである。県教育会の席上で一教員はのベた。 r法令により保証せら
れた支給が財政の都合により不払となるは爵家不祥の現象であって文部当局の怠慢であるo 教

育者の生活権の擁護は本会の使命である。 しかるに帝教(帝国教育会)はこれを一部的地方的

なものとして活動不充分である。中央に持ちかけて帝教をして文部省に迫らしてみたい。その

ためには帝教から本会の脱退を賭してもよいと考へるJ19) と。

事態の本質は「文部省の怠慢jにあるのではなかったが，このように強硬な主張がなされ

たことは，一地方の教育会においてではあったが，強力な官官ま統制機構の一環に位置づいてい

た教育会のあり方に，教育会内部から一定の変容を迫る可能i生が拡大しつつあったことを示し

ている。

今や，地方財政の脆弱な財政基盤に予を加える全般的地方財政制度の改編か，国政委任事

務として教育員の負担を地方財政におしつける教育費負担のあり方を根本的に改めるか，いず

れかの選択が迫られていた。

2. 教育費政策の展開

教員俸給の不払い，延滞など教育費削減問題が全罰的に広がるきざしをみせつつあった

1929 (昭和4)年秋， 政府は「緊縮政策に伴なう自然の結果たる不景気に対する政策に関しては

深甚の関心」を払っていた。 r…有力なる府県を掠いてはいずれも小学校教員の俸給の如きは
もち論県費支弁に係る公吏の俸給等の支払は二カ月歪三カ月位遅れる状態となっておりある地

方の如きは町村会の決議を以て(教員の)俸給減額を議決し事態の容易ならざるものがあるJ

と20)。

にもかかわらず，この段階での政府，文部省の判断は「…教員の意に反して減俸出来ない

規定になっているので，たとえ一部の町村会の減俸を決議しても直にそれが全国に波及するこ

ともあるまい……もし小学校教員減俸問題が全国的の風潮となるようなことがあればそれで、な

くとも優遇されていなし、小学校員にとって大なる脅威であろうi1) と楽観的観関と不安とが混
在した見通しのないものであった。

「全国に波及することはあるまLリとの文部省の淡い期待はみごとにはずれ， r全国的な風
潮となるようなことがあれば……」との不安は的中した。事態が文部省の予想を裏切って急、速

かつ深刻に，また長期間にわたって進行したのは先にみたとおりである。
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では，政府はどのように対処しようとしたのか。教育費政策としての政府の政策展開はき

わめて矛盾に満ちたものであった。

町村が強行した教育費の闘減は，浜口内閣の成立と同時に行なわれた金解禁に伴なう財政

緊縮政策，いわゆる井上財政に裏打ちされて進行した。 1929(昭和 4)年7月29日， r現下ノ時
局ヲ匡救シテ我国財政ノ堅実ナル発達ヲ庶幾セントスノレニハ中央財政ト許セテ地方財政ノー大

整理緊縮ヲ断行シ国民ノ消費節約ヲ促進シ民間経済ノ整理ヲ企圏スノレヨリ怠ナノレハ無シJと内

務・大蔵両大臣の地方長官宛訪11令が発せられた。そのなかで次のような地方財政の削減を指示

した。

① 1930 (昭和 5)年度予算は，経費の整理節約，計画の中止・減額・繰延を行ない，課税

の新設・増徴禁止，公債発行制限によって前年度当初予算より 15%減とする。

@ 1929 (昭和 4)年度実行予算も同様の措置をすること。

@ 歳入の余裕は，起債額の減少，旧債の償還，課税軽減にふりむけること22)。

その結果， 1930 (昭和ら)年度の決算は，前年度に比して僅から.6%の増加にとどめることが

できた。翌31(昭和6)年度も削減方針が貫かれ，前年度比にして突に 19.4%の削減となった。

このような地方財政の削減は，地方財政にとって教育費負担は「資力不相応」であり殿政

喜多張の原因であるという考え方を背景に，前述したように最も高い比率を占めていた教育費の

削減を中心として具体化していった向。

教育諸条件の国家的基準を定めておきながら，それが悪化していくのを政府は看過できた

か。それが自らの政策の結果であっても，タテマエとして看過することは許されなかった。全

国各地で俸給の不払い，延滞，学級整理，初任給引下げ‘などが行なわれているなかで，文部省は

各地方長官に照、会を発して調査を開始した (1930.3. 20)。すなわち r(小学校教員俸給，初任給，

住宅料を減額し，平均給を抵下した)事実ありや杏や……教員俸給減額の理由如何」と24)。

文部省の態度は「事実調査の結果，警告程度の生温い処重量をもって満足せずあくまで教員

の地位保護のため断然たる処置に出てもって官吏減俸案のニの舞を演ぜ、んとする教員減俸の機

運を防止する方針であるJと伝えられていたが，具体策をもち得ず結局「事実を確かめたる後，

これが対策を講究する事になったl5) のであった。

事態はきわめて明瞭であったにもかかわらず，一方で f断然たる処置Jに出るとタテマエ

を示しておきながら，他方で具体策を持ち得なかったのは，地方行政に何の権限も有しない文

部省が，教育諸条件の悪化に何ら抜本的対策を講じ得ないことを示唆するのにあまりある最初

の対応であった。

1929 (昭和 4)年度最後の日，文部省はようやく「師範学校卒業者の初任給に関してはある

ひは従来の金額よりはこれを引下げんとする趨もこれあるやに開きおよぶところ本件は延いて

市町村小学校教員一般の待遇低下に関連する懸念もこれあり，かくて小学教員の志気をそ喪せ

しめる教育上悪影響をおよぼすことなきを保し難きをもって十分慎重なる梅配慮を煩したく命

によりこの段通牒すl6)。

しかし「初任給引下は決して望ましいことではないが文部省としてはあくまでそ止するわ

みで、はな<，ただこの初任給引下によって一般平均給の低下にまで波及せんことを憂醸し今回

の通牒を発したi7)(傍即時i用者)との文部省の「意向Jが同時に伝えられていたことは， 教育
費削減を行なわざるを得ない政府・市町村(内務行政)と教育諸条件の悪化を前にして， 教育

削減に反対もできず，したがって「小学教員の志気をそ喪せしめる」のな防ぐこともできずに
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いる文部行政の限界をよく示していた。

第48議会を直後にひかえた文部省の態度。

「…小学校教員待遇問題につひて貴族院および野党方面から深刻な質問が出る模様…然も

…内務省、は地方財政緊縮方針の産前から金るそ(教育費削減に)皮舟会ず全く傍観者的態度を

とり，この点文部省と全然所見を異にしているので議会においてこのむじゅんを暴露する弱味

があり，文部省は内務省、と一応打合せをなす必要に迫られているがそれに止まらず文部省は非

常に前途を憂慮し妻子後策に腐心…l8)得点は引用者)

この報道は正確で、はなかった。内務省はけっして「傍観表的態度Jではなく r地方財政
緊縮方針の建前」を貫こうとして教育費削減の主張を積極的に展開していたからである。 1930

(昭和5)年8月13臼，内務・文部両省会談が行なわれた。 席上内務省側(地方局長)は「地方

財政並に農村の窮情に鑑み地方歳出の大部分を占むる教脊費の縮減を計る一手段として小学校

教員の減俸乃歪は俸給一部の寄附，あるひは学級整理等はやむを得ない旨を力説して文部当局

の諒解を求めたjのに対し，文部省側(次官，普通学務局長)は「…教育上すこぶる悪影響を

及ぼす事となる…一学級五十人以下でなければ教育の効果は十分挙げ得ないことはもちろんで

あるから徒に学級の整理を行ふ事は好ましくなしっとして内務省を批判した。文部省側が

級整理不可の通牒」を出すとの f強硬な態度を示したため遂に諒解ならずj とL、う結果となっ

たとL、う 29)。

では，文部省は内務省、と「全然、所見を異にしてJいたかといえばそうではなかった。会談

の翌日両省次官連名の通牒はこうのべていた。 r近時不景気ノ対策トシテ地方ニ依リテハ小学
校教員ノ俸給費ヲ減額セントスルノ包的ヲ以テ或ハ教員ニ対シテ寄附金ヲ強要シ或ハ市町村財

政上己ムヲ得サノレノ範囲ヲ越エテ小学校ノ学級ノ整瑛ヲ企ツノレ向モ有之哉ニ闇キ及ブモ此等ノ

ニ対シテハ予テ夫々御監督椙成リ居ルコトトハ存ズル右ノ、閤民教育上甚ダ憂慮スベキ影響

ヲ生ズベキ虞モ有之ニ付テハ充分御監督相成度J3へ通牒は確かに教脊費削減にたいし「充分
御監督棺成様jに求めたので、あるが，学級整理については「財政上巳ムヲ得ザルノ範囲ヲ越エ

テj行なうことの監督を求めたように，教育費削減を全面的に禁止したというもので、はなかっ

た。この通牒に前日の会談で見せたという「強硬な態度」を見出すことは困難である。文部省

の「強硬な態度」は，タテマエからでなく， r教員の志気をそ喪せしめjないためにこそ示され
る必要があったのではあるまいか。

すでに明らかとなった内務省の教育費削減に関する方針は，地方行政を手に収めているだ

けに強硬そのものであり，また具体的で、あった。

「…教育費のぼうちょう(膨袈)によりそれで、なくても窮乏している市町村財政は吏に窮迫

を告げているので内務省では市町村予算編成期に際し地方地方教育費を整理節約せしめて地方

負担の軽減を計るためjに，学校増設禁止，学級減，ニ部制，三学級ニ教員制，増俸制限など

を内容とする通牒を発する「意向」であると新開は伝えた31)。

「地方財政の怠迫を緩和する意味jから「年功加俸は根当減額するが至当で、あるJ32)

「今般高等官等俸給令ヲ改正シテ官吏其ノ他ノ俸給ヲ減セラノレルコト相成候ニ付テハ貴庁

府県(地方費)ニ於テモ吏員等ノ俸給給料ニ付キ…相当御措置相成様致度…貴管市町村等ニ対

シテモ既ニ相当ノ減俸ヲ為シタルガ如キ特別ノ事情ナキ限リ…適当ニ措置セシメラノレノレ致度J

と公吏の減俸が求められた (r庁府県(地方費)吏員市町村吏員等減俸」に関する内務次官通牒)

ことはお)，それが教員を藍接的対象とするものではなかったにせよ，教員減俸等に拍車をかけ
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たことは疑いあるまい。

これらの言明や，通牒の直後に，俸給表(文部省令「小学校令施行規則J)の改正，年功加

俸の引下げが(文部省令「市町村教員加俸令J改正)決定しているのは， 地方財政に深くかか

わるこれら文部省令の改正が，内部省のイニシアティヴの下に行なわれたので、はないかと推定

される。

もちろん文部省も， 教員俸給の不払い， 延滞について地方長官の監督強化を指示した

(1930. 12. 24通!提)。 しかし，それが何の実効をもたらさなかったことは，前述した削減の実態

が雄弁に物語っている。

したがって，文部省の態度表明も微妙に変化した。教員層の動揺を抑えることに必死とな

らざるをえなかったので、ある。 r近時t仕上あるいは文部省が地方学校教職員の俸給減額を内議
せる世の風間あるも右は全く事実無根の浮説に之有……J34)。しかし“風間"は正しく，約2カ

月後，教員待遇は文部省令によって低下せられた。

教育費の削減は，地方財政にとって見通しのない単なる支出抑制策でしかなく，しかもそ

れによって「閤民教育上甚ダ憂蔭スベキ影響ヲ生ズベキ虞」が拡大することは必至の情勢に

あった。教育費の削減が地方財政「窮乏jからきている以上，あれこれの行政指導は何の効果

もなしただ削減措置が最も兵体的なこととして進行しただけであったのだから。

今や地方財政に根本的に予を加える一脆弱な財政基盤を改めるか，国政委任事務のおしつ

け，その最大のものである教育費の地方負担をやめるか¥，、ずれかを選ぶーことが残された方

法であった。

然るに政府は 1市怒I村義務教育費国庫負担法j改正によって従来7千万円であっ

負担金を 8千万円に増額しただけであった。その際に発せられた内務省地方局長，大蔵省主税

局長，文部省普通学務局長連名の通牒が，僅かな財政的措置の目的をよく示していた。通牒は

いう。

f近時教育費ノ増加ニ伴イ市町村ノ負担著シク加重セシモノアルヲ以テ之カ緩和ノ j題言出

テタルモノニ有之候……増加交付セラノレヘキ額ヲ小学校教員俸給ニ充当スルコトニ悶リテ生ス

ル余裕金ノ、全額之ヲ市町村ノ負担軽減ニ充当シテ戸数割若ノ、家麗税附加税其ノ他ニ於テ制隈外

ノ課税ヲ為シ負祖過重ニ互ノレモノ等ニ付減税ノ途ヲ講セシメ……本法改正ノ趣旨ノ、教育改善ノ

白的ト併セテ考慮、セラルヘキモノ……l6)

解決さるべき課題に照してみるまでもなく単なる弥縫案でしかなかった。この通採が用い

た教脊の文字は，教育費削減に対する教育界の批判と全額圏庫負担を要求する世論をあざむき，

かつ教員、の動揺を抑えるためのものであった。

それはまた，金額の少なさからいって地方財政「窮乏Jの救済措置としてもあまりに効果

の薄いものであった。

「もし……全額負担は今日決する必要なく， ただ財政の緩急、をはかつて， 国庫負担金を増

額するのだとすれば，今日の財政状態は決して一千万円を地方期政に補助するまでに緩ではな

し、…J36) との指摘は政府に対する鋭い皮肉であった。一方での削減措置，一方での国庫補助増

額， 矛盾した政策で、はあったが， 緊縮財政と恐慌のさなかの増額の意味はあったので、ある。

「民政党の在野時代の口約J37)を欺蹄的に「実現Jすることによって，中小地主層をひきつけ，

地方行政・支配機構の維持をはかろうとしたので、る。

1932 (昭和 7)年度から三年間の時限立法として「市町村立尋常小学校費臨時国庫補劫法J



地方財政「窮乏Jと教育費政策の展隠 121 

が成立し，器庫補助がさらに増えたが，地方財的の「窮乏」にとっても教育費削減にとっても

依然として弥縫策でしかなかったのは r此ノ補助金ハ立案ノ精神ニ明カナノレ知ク先ツ之'7市
町村立尋常小学校教員ノ俸給費ニ充ツルJ(1932.9，学務部長会議における鳩山文相訓示)37) も

のであることがしばしば強調され，市町村業務教育費関庫負担金事務主任会議 (1933.9)なるも

のが開かれなければならなかった事情，すなわち本来“ヒモ付"であったこの種の補助金が流

用されざるを得ない地方財政の状態に照してみても明らかであった。

したがって，文部省にとって，国庫補助金が微々たらざるをえず，しかも地方行政に{可の

権眼をもたない以上 f……最督指導宜シキヲ得テ国家永遠ノ大計ナル教育ノ効果ヲ減退セシム

ルコトナク，克ク教育当事者ヲシテ益々教育精神ヲ阪盛ナラシメ，国民精神ヲ{乍輿シ閤運ノ進

展ニ貢献スル覚倍ヲ以テ事ニ当ラシムノレJ(1931. 1，学務部長会議における田中文相訓示)39) と

教員にたいする監視統制「教育精神Jの呼吹のみが，ただひとつ最も具体的で確実なこととし

て進め得る政策であった。教育費の削減に際して，文部省の役割はほとんどこの点にあったと

いって過言ではない。

教育費負担を地方財政におしつけるあり方は， 1930年代にし、たって，地方財政「窮乏j と

教育費削減というかたちで，もろくもその矛盾をさらけ出した。これに対する政府の財政政取

も一方での戦争の拡大に伴ない軍事費調達がその最重点課題であったから，客観的には地方

財政制度と教育費負強の抜本的改編を迫られながらも，具体的現笑的財政措置は弥縫策たるこ

とを免れることは不可能であった。にもかかわらず，満ジH護軍変以降，関家財政における軍事費の
増大に対応して地方財政における調政委任事務費負担の急速な増大 (1934年，道府県では 73.8

?久市町村では 42.1%)，公債，戦時特別課程など地方財政への負担の転嫁はその激しさをL脅し

全面的な財政制度の改編は一層強く志向されなければならなかった。
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